



































第 3節では, 調査集計結果を紹介し, 在タイ日
系企業の人事評価制度の現時点での立ち位置を
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依頼に対して受諾を得た日系企業 46 社である




ラス｣ と ｢人事担当部長クラス｣ がほぼ半々で
あった｡ インタビュー時間については, 長い場
合には 5時間程度に及んだが, 平均としては 2
時間程度であった｡
対象企業の分布的特徴は以下のように要約さ
れよう (表 1, 表 2)｡ ①電機 (組立・部品),
自動車部品関係の企業が多く, 自動車組立につ
いては 1 社のみである｡ ②日本親会社の持ち株
比率としては, 100％保有が半数近くを占める｡
③従業員規模については, 数十人という小規模
から約 10,000 人まで, 幅広く含まれている｡ ④
操業開始年代としては, 1980 年代および 1990
年代が多い｡ ⑤労働組合がない企業が多く, 約
7 割を占める｡ このような特徴は, 概ね在タイ
日系企業の全体傾向を反映していると言える｡
質問内容については, 日本的人事制度の代表
的先行研究 (社会経済生産性本部 [2000] など)
と, タイを対象にした先行研究 (遠藤 [2008])









業が ｢正社員は全員｣ と回答し, また ｢有期契
約社員についても簡単な評価を行う｣ と答えた
企業が 1 割程度あった｡ 頻度としては, ｢昇給
査定・賞与査定がそれぞれ年に 1回ずつ｣ とい
う回答が 68.9％と最も多い｡ それに続くのが















ペレータークラス全 46 社平均は, ｢①34.6％,
②28.4％, ③15.5％, ④20.7％, ⑤2.9％｣ であっ
た｡
論 文
















100-999 人 45.7 [平均]




1980-89 年 25.6 [平均]






目標管理制度 (Management by Objectives：
以下, MBOと略す) を実施しているか否か,
評価者から被評価者への評価結果フィードバッ
ク (Feedback：以下, FB と略す) があるかに
ついて尋ねた｡ 全体では, ｢③MBO無・FB有｣
｢④MBO 無・FB 無 (あるいは不徹底)｣ が 30
％台で拮抗する結果となった｡ ｢①MBO 有・
FB有｣ がその次に多く 17.1％, ｢②MBO有・




る｡ 設立が 1989 年以前の現地法人については,
相対的にMBO導入済みの会社が多く①と②の









































また, 従業員 1,000 人未満の組織では①と②


































点ごとにほぼ全面的に異なる｣ の 4つより 1つ




















































































































同じく大阪に本社を置く B社は, 設立 22 年











































注 2) 調査票上の選択肢は 5 件法を採用しているが, 作図にあたって調査結果
を 3件法に再集計している｡
事職務を中心に担当してきた人事スペシャリス
トである｡ H 氏は, タイ人評価者教育の徹底
が重要であるとする点においては AT 社の K
氏と同意見であるが, それにあたっては, イニ
シアチブをとるべき日本人出向者の意識改革が










どれだけ態度 (目に見える形) で示す』 ことが
できるかにかかっている｣ とコメントしている｡
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人事部長 タイ人文化では, 人を評価すること嫌う｡ 人事評価は, 管理職としてもや
りたくない業務の 1 つ｡ 日本または欧米式の人事評価方法はなかなか馴染











































































表的な先行研究として, 板垣 [1997], Itagaki






ている｡ Lawler et al. [1998], Rowley and
論 文
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 20 No. 1・2142
Benson [2002], Rowley and Warner [2010]
はその代表的文献である｡ また, ベストプラク
ティス・ベストフィット論争についての包括的
サーベイとしては, Delery and Doty [1996],
Boxall and Purcell [2003] , Alcazar et al.
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3 回 ｢日本的人事制度の変容に関する調査｣ 結
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